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Ⅰ 補助制度の概要  

1  事業の目的 

 

岡山市では、犯罪のない安全で安心なまちづくりの実現を目指して、地域における自

主的な防犯活動に対する取り組みを支援するため、防犯カメラを新規設置や更新設置す

る場合に要する経費の一部を助成します。 
 
２ 対象となる団体 

 

町内会、自治会、その他の地域的な共同活動を行う住民団体で、次の各号に掲げる要

件のいずれをも満たす団体をいいます。※商店街組合については R6 以降更新のみ補助

可能 

① 一定の地域を基盤とし、地域に根ざした活動をしていること 

② 「①」の活動を行う地域の多数の世帯・住民で構成されていること 

③ 「①」の活動を行う地域の世帯・住民が自由に加入できること 

④ 規約、代表者等を定めていること 

 

３ 対象となる防犯カメラ 

 

① 地域における犯罪の防止の目的で、不特定多数の人が利用する道路等の公共空間を

撮影するものであること。 

※ただし、補助事業の趣旨に鑑み、私道、ごみ収集場所、鉄道駅の構内、商業施設内、

出入りが管理されている駐車場・駐輪場等を撮影するものは含みません。 

② 機器について、設置場所・条件に応じて、個人の識別が可能な画像が撮影できる十分

な性能を有すること。 

③ 画像等（画像と一体的に記録された音声を含む）を記録用媒体に保存が可能なもの。 

④ 管理・運用について、「防犯カメラの設置及び運用に関するガイドライン」（岡山県策

定・平成２５年３月）に沿って管理・運用がなされること。 

⑤ 維持管理について設置後に発生する電気代や保守点検費用などの負担が住民団体に

おいて可能なもの 

最低６年間継続して使用するもの（一時的に設置する防犯カメラは補助対象外） 

※補助事業により取得した財産は、岡山市補助金等交付規則第 24 条の規定に基づ

き処分を制限され、その期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和

40 年大蔵省令第 15 号）の例により、６年となります。 
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４ 補助内容 

 

  住民団体に対して、防犯カメラ及び付属機器等の購入（賃借を含む）、新規設置及び更

新設置する経費の一部を補助します。（更新設置については、平成３０年度までに当該補

助事業を受けて設置した防犯カメラを更新設置する経費の一部を補助）  

  ※カメラ本体の経費が必ず含まれるものとする。 
  ※平成２９、３０年度は補助を実施していませんが、６年の考え方の都合上記載して

います。 
 

（１） 補助率及び補助額の上限 

  ・補助率：上限までの実績額 

 ・補助額の上限：（新規設置）防犯カメラ１台につき３０万円以下 
       （更新設置）防犯カメラ１台につき２０万円以下 

※補助額に１，０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

※本補助金以外の寄付金、補助金を活用する場合は、その額を補助対象経費から控除

する。 

 

（２） 申請受付期間 

  第１期：令和７年４月１日（火）～９月３０日（火） 
第２期：(新規設置)令和７年１０月１日（水）～１２月２６日（金） 
(更新設置)令和７年１０月１日（水）～令和８年２月２日（月） 
※先着順です。予算額に達した場合、今年度の事業は終了しますので、早期申請をお

願いします。 
※実績報告書の提出期限は、新規設置は令和８年２月２日（月）、更新設置は３月３１

日（火）です。（期限までに、添付書類等に不備があり受理できなければ、補助の対

象とはなりませんので、余裕をもってご提出ください。） 

 

（３） 補助対象台数の上限 

  第１期：新規設置・更新設置合わせて１団体につき、３台まで 
第２期：新規設置・更新設置合わせて１団体につき、第１期分と合わせて５台まで 
※第２期にて上限以上で申請を希望する場合は、事前に区役所に相談してください。 
※第１期で未申請の団体はもちろん、既に３台申請されている団体も含め、第２期で

申請していただけます。 
 

（４） 補助対象経費 

新規設置や更新設置する場合、次に掲げる購入費又は賃借料及び設置工事に係る経費 
①防犯カメラを構成する機器に要する経費（ＳＤカード等の購入費を含む） 

②防犯カメラを設置するための専用ポール等に要する経費 

③防犯カメラを設置している旨の表示に要する経費 

④その他必要な経費（更新設置の場合における撤去費用を含む。） 

※賃借により設置する場合の補助対象経費は、申請年度（初年度）のみとする。 

（賃貸借契約の期間は、５年以上）  
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＜申請から補助金交付までの流れ＞ 
 
事業の流れの概要は下記のとおりです。 

 

①住民団体 警察・小学校等への事前相談（新規設置の場合） 

↓ 

②住民団体 

                           

事前準備 

・設置の検討（設置場所・機種の選定、維持管理費計画等） 

・設置場所の所有者との事前協議（新規設置の場合） 

・工事業者の決定 

書類の作成、手続き 

・補助申請書類の作成 

・防犯カメラ管理・運用規程の作成（設置目的の設定、管理責任

者他の指定）（新規設置の場合のみ。ただし、更新設置の場合で

管理責任者等の変更があった場合には提出を要する。） 

・設置場所について必要な手続き（使用許可等）P4～参照 

岡山市へ補助金交付申請書及び添付書類を提出 

 【新規：4 月～１２月、更新：４月～１月】 

↓ 

③岡山市 住民団体へ補助金交付決定通知   【申請後概ね 2 週間以内】 

↓ 

④住民団体 
防犯カメラ設置の実施（設置工事施工）  

      【新規：4 月～１月、更新：４月～３月】 

↓ 

⑤住民団体 
岡山市へ事業実績報告書類を提出 

【完了後２０日以内又は新規：1 月、更新：３月】 

⑥岡山市 住民団体へ補助金確定通知          【4 月～３月】 

⑦住民団体 岡山市へ補助金交付請求書類を提出 【確定通知受理後速やかに】 

↓ 

⑧岡山市 
住民団体へ補助金支払い      【請求書提出後概ね 

2 週間～１カ月程度】 
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Ⅱ 防犯カメラ設置までの準備  

１ 設置目的・場所・撮影範囲等の検討について（新規設置の場合のみ） 
 

設置目的は、地域の安全安心への寄与です。場所の選定に当たっては、地域の住民団

体はもとより、地元の警察署や小学校とも十分協議し、設置場所を決定してください。 
また設置場所の撮影範囲に含まれ、頻繁に通行される付近の住民の方々の理解を十分

に得てください。 
なお撮影範囲については、ごみ収集場所のみや特定の個人を撮影するために設置する

ような防犯カメラは補助対象となりません。 
※管轄する警察署にあらかじめ防犯カメラの設置場所や撮影範囲についてご相談いただ

くのは、設置する防犯カメラがより効果を発揮できるよう助言をもらうためです。 

【問い合わせ先】 

まずは各警察署の生活安全課まで、お問い合わせください。 

岡山中央警察署 270-0110   岡山南警察署 245-0110 

岡山東警察署 943-4110   岡山北警察署 724-0110 

岡山西警察署 254-0110   赤磐警察署 952-0110 

 
２ 資金計画、維持管理計画の検討について 
 

 特に複数の防犯カメラを設置希望される場合は、カメラ設置に係る経費のうち、住民

団体の負担分及び必要となる電気代や消耗品、修理代等の維持管理費さらには将来的な

機器更新についての資金計画を立ててください。くれぐれも過度な負担が生じないよう

団体の資力に見合った可能な範囲での設置をお願いいたします。 
 
３ 設置場所について（新規設置の場合のみ） 
 

 優先的に私有地への設置を検討していただき、私有地での設置が困難などやむを得な

い場合は、公道等の行政財産への設置をご検討ください。 
 
（１） 私有地の場合（土地・建物） 
  ・申請前 

 所有者に防犯カメラの設置について、内諾を得ておいてください。 
・補助申請書提出時 

土地所有者の土地使用承諾書の写し又は建物所有者の使用承諾書の写しを補助申

請書の添付書類として提出していただきます。 
 
（２） 行政財産（公共の土地、建物）の場合 

① 道路上に設置する場合（市道・県道） 
・申請前 

道路管理者（各区役所地域整備課・各支所産業建設課等）に防犯カメラの設置

について、内諾を得ておいてください。 
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・補助金交付決定後 
道路占用許可申請をしてください。 

※使用料については、公共性が高い用途であることに鑑み免除が可能です。 
 

② 公園内に設置する場合（市管理） 
・申請前 

公園管理者（各区役所地域整備課・各支所産業建設課等）に防犯カメラの設置に

ついて、内諾を得ておいてください。 
・補助金交付決定後 

公園内防犯カメラ設置希望申出書を提出してください。 
 
③ 市立学校敷地内に設置する場合 

・申請前 
設置したい学校に防犯カメラの設置について、内諾を得ておいてください。 

・補助金交付決定後 
岡山市教育委員会事務局学校施設課へ行政財産使用許可申請書を提出してくだ

さい。 
   
（３） 電柱（中国電力、ＮＴＴ西日本）への設置 

・中国電力柱の場合 
中国電力ネットワーク㈱が所有する電柱に設置する場合、電柱によっては施工条

件により設置できる場合もありますので、設置を希望する電柱があれば、施工業

者より下記へ問い合わせください。 
【中国電力ネットワーク㈱所有の電柱に設置を希望する場合の問い合わせ先】 

岡山ネットワークセンター 

  岡山市  0120-411-353    岡山市(東部)  0120-415-256 
 
・ＮＴＴ柱の場合 

施工条件、技術基準により設置できる場合がありますので、設置を希望する電柱

があれば、施工業者より下記へ問い合わせください。  
【問い合わせ先】 
岡山市内のエリア   

㈱NTT フィールドテクノ サービスエンジニアリング部 

フィールドオペレーション部門 設備貸借管理センタ 

第四ユニット 第一グループ 添架担当（広島）（082-554-0088） 
 
※市及び町内会所有の防犯灯専用柱への設置については、防犯灯の機能を損なわな

い限りにおいて許可されます。また、防犯灯の光源より下に防犯カメラを取り付け

ることは原則出来ません。やむを得ず防犯灯より下に防犯カメラを設置する必要

がある場合は、担当部署へご相談ください。 
（市の防犯灯専用柱は行政財産使用許可申請書が必要です。各区役所総務・地域振興

課、各支所産業建設課へご相談ください。） 
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Ⅲ 補助金申請書の手続きについて 

1  補助金申請手続きの概要 

  補助金交付申請書の提出が必要となります。申請書提出後、市の審査を経て、正式な補

助決定となります。 
 
（１） 申請受付期間 

第１期：令和７年４月１日（火）～９月３０日（火） 

第２期：(新規設置）令和７年１０月１日（水）～１２月２６日（金） 

    (更新設置) 令和７年１０月１日（水）～令和８年２月２日（月） 

※先着順です。予算額に達した場合、今年度の事業は終了しますので、早期申請を

お願いします。 

 

（２） 問い合わせ・申請窓口 

    各区役所 総務・地域振興課 

※郵便や電子メールによる提出も可能ですが、電子メールの場合は確認のため必

ずお電話を頂きますようお願いします。 

 

防犯カメラ設置場所 窓口及び電話番号 

北区管内 

（御津・建部支所管内を含む） 

北区役所総務・地域振興課 区まちづくり推進室 

℡（０８６）８０３－１６５６ 

〒700-8544 岡山市北区大供一丁目 1 番 1 号 

✉ kita-soumu@city.okayama.lg.jp 

中区管内 中区役所総務・地域振興課 区まちづくり推進室 

℡（０８６）９０１－１６０２ 

〒703-8544 岡山市中区浜三丁目 7 番 15 号 

✉ nakakusoumu@city.okayama.lg.jp 

東区管内 

（瀬戸支所管内を含む） 

東区役所総務・地域振興課 区まちづくり推進室 

℡（０８６）９４４－５０３８ 

〒704-8555 岡山市東区西大寺南一丁目 2 番 4 号 

✉ higashikusoumu@city.okayama.lg.jp 

南区管内 

（灘崎支所管内を含む） 

南区役所総務・地域振興課 区まちづくり推進室 

℡（０８６）９０２－３５０２ 

〒702-8544 岡山市南区浦安南町 495 番地 5 

✉ minamikusoumu@city.okayama.lg.jp 

mailto:kita-soumu@city.okayama.lg.jp
mailto:nakakusoumu@city.okayama.lg.jp
mailto:higashikusoumu@city.okayama.lg.jp
mailto:minamikusoumu@city.okayama.lg.jp
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２ 補助申請（新規設置・更新設置）手続きに必要な書類 

申請手続きに 

必要な書類 

岡山市防犯カメラ設置支援事業補助金交付申請書 

申請書に以下の書類を必ず添付してください。 

① 防犯カメラの購入又は賃借に要する費用の見積書の写し 

② 防犯カメラの設置工事に要する費用の見積書の写し 

※見積書は、新規と更新とを分けたものを提出してください。 

③ 設置する防犯カメラの概要がわかる図面、カタログ等の写し 

④ 防犯カメラを設置する場所の現況写真（設置場所、撮影範囲） 

⑤ 防犯カメラを設置する場所を表示した付近見取図（通学路は○○小

通学路と記入し赤線で表示） 

⑥ 防犯カメラ設置に係る警察、学校等との協議経過書(新規設置の場合

のみ) 

⑦ 土地所有者の土地使用承諾書の写し（私有地で新規設置の場合のみ） 

⑧ 以下の事項が定められている防犯カメラ管理・運用規程（案） 

(新規設置の場合のみ。ただし、更新設置の場合で管理責任者等の変

更があった場合には提出を要する。) 

ア 設置目的の設定と目的外利用の禁止 

イ 設置場所、撮影範囲 

ウ 防犯カメラを設置している旨の表示 

エ 管理責任者の指定、操作取扱者の指定 

オ 設置者等の責務 

カ 撮影された画像等の適正な管理 

キ 撮影された画像等の提供の制限 

ク 秘密の保持 

ケ 保守点検等 

コ 問合せ、苦情等への対応 

⑨ 防犯カメラの管理・運用についての確約書（防犯カメラの管理・運用

から生ずるあらゆる事態について、設置者が全ての責任を負う旨の

確約書）（新規設置の場合のみ。ただし、更新設置の場合で代表者の

変更があった場合には提出を要する。) 

⑩ 委任状（申請者以外が代理で書類作成・提出する場合のみ） 

【設置工事完了後】 

事業実績報告 

事業完了後、２０日以内に次の書類を提出してください。 

岡山市防犯カメラ設置支援事業実績報告書（交付決定通知書送付時同

封） 

  実績報告書には、以下の書類を添付してください。 

① 防犯カメラの設置に係る契約書又は請書の写し 

② 防犯カメラの設置に係る工事完了届又は納品書の写し 

③ 防犯カメラ設置費用の支出に係る証拠書類の写し 

④ 防犯カメラ設置後の現況写真（カメラ、録画装置、撮影範囲及び防

犯カメラを設置している旨の表示の写真） 

⑤ 防犯カメラ管理・運用規程の写し  

※本補助金以外の寄付金、補助金を活用した場合は、その金額が確認で

きる書類（補助金交付者に提出した申請書類（添付書類を含む））の写し

を添付してください。 
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【お支払につい

て】 

 

 

請求書受理後、指定の口座にお支払いします。確定通知書が届いてから

お支払いまで、概ね２週間～１カ月程度かかります。（書類が適正に整い、

補正・訂正等がない場合） 

※施工前のお支払いは、補助金の適正支出の観点からできかねますので、

あらかじめご了承ください。 

 

※申請書及び必要な様式については、岡山市ホームページ（https://www.city.okayama.j
p/kurashi/0000021152.html）からダウンロードのうえ編集、印刷が可能です。ダウン

ロードができない方はお電話いただければ郵送いたします。 
 

３ 留意点 

（１） 債権者登録について 
岡山市から補助金を交付する際に、事前に支払先を登録しておく必要があります。

町内会で過去に補助金を受け取ったことがある場合であっても、会長名等が古い情報

のままになっている場合がありますので、防犯カメラの申請書と一緒に、債権者登録

申請書をご提出ください。（申請書を電子メールで提出した場合、債権者登録申請書は

別途郵送で提出してください。） 
※他の申請様式と同様、ホームページからのダウンロード及び郵送が可能です。 
※債権者登録申請書には押印もしくは署名が必要です。 

（２） 提出期限は厳守してください。（郵送の場合は消印有効） 
（３） 申請書類に記入漏れ等ある場合は、手続きが大幅に遅れることがありますのでご注

意ください。 
 
 

Ⅳ 維持管理について  

１ 継続使用期間及び財産処分の制限について 

 補助事業により設置した防犯カメラは、岡山市補助金等交付規則第 24 条の規定に基

づき、その継続使用期間は、６年となります。 

（減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）） 

   

２ 設置・運用規程等について 

（１） 防犯カメラ設置・運用規程 

 ①規程の作成 

補助申請書提出時に（案）を提出してください。 
②管理責任者・操作責任者の指定（別々の人で２名を指定） 
 Ⅰ 管理責任者…防犯カメラの適正な設置運用を図り、操作取扱者に関する指導、 
         監督をする者 
 Ⅱ 操作責任者…カメラ本体や画像の取り扱いをおこなう者 
③規程の提出 
 実績報告書提出時に提出してください。 

https://www.city.okayama.j
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④規程に沿った運用について 

設置後は規程を遵守した管理・運用をしていただきます。 

 

（２） 「防犯カメラの設置及び運用に関するガイドライン」について 

「防犯カメラの設置及び運用に関するガイドライン」（岡山県平成２５年３月策定）の遵

守をお願いいたします。 

 

３ 維持管理費について 

  維持管理には主に下記の費用が必要となります。 

  ※必要な維持管理の費用 

・電気代 ３００～５００円×１２か月（変動する場合があります） 

 ・ＳＤカードの交換 1 枚（1～2 年に１度）2 万円程度（容量により異なります） 

  ・業者による保守点検 （業者により異なります） 

 
４ 画像等の管理について 

 画像等の漏えい、滅失、改ざん等を防止するため、必要な措置を講じてください。 
 
５ 画像等の外部提供について   

 設置者は、画像等を、防犯カメラ管理・運用規程で定めた設置目的以外に利用し、第三

者に提供しないことについてご留意ください。ただし、下記に該当する場合は、この限

りではありません。 
（１） 法令に基づく場合 
（２） 人の生命、身体及び財産の安全の確保その他公共の利益のために必要と認められる

場合 
（３） 捜査機関から犯罪・事故の捜査等のため情報提供を求められた場合 

※（３）のうち警察からの要請については、市から県警察本部を通じて各警察署生活安

全課へあらかじめ、住民団体の設置者に対して、統一的な対応をしていただくようお

願いをしています。 
 
【参考】警察から情報提供を求められる主なパターン 

①事前調査を伴う場合（一旦、画像等を閲覧したうえで、証拠として採用するかどうか決める場

合） 
②証拠として採用することが決定済みのもの（画像等を確認するまでもなく、証拠品として提出

を求められる場合 
 

Ⅴ 申請書類・添付書類  

 補助金交付申請書様式及び記入例 
























































